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本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・�ダッシュボード版：https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF版：https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41N301.pdf

1.	 研究開発領域の定義
従来のComplementary Metal-Oxide-Semiconductor（CMOS）のさらなる高性能化・高集積化を図

る技術や新たな動作原理に基づくデバイスを開発し、超高速かつ超低消費電力でデータ処理を行う集積シス
テムの実現を目指す研究開発領域である。そのために、2次元材料や強誘電材料、磁性材料といった新しい
材料、電子のスピンを利用したデバイス、また3次元構造のような新しいデバイス構造を導入し、新たな機能
を探索する。

2.	 本領域の意義
デジタル化やAIの急速な発展に伴い、コンピューティング能力の不足や電力需要の急激な増加が懸念され

ている。特に、AI用データセンターにおいては、Central Processing Unit（CPU）やGraphics 
Processing Unit（GPU）、Tensor Processing Unit（TPU）といったロジック用集積回路チップがその計
算性能や電力効率の鍵を握る。これらのロジック用集積回路チップは、CMOSなどの先端半導体デバイス技
術を基盤として実現されている。今後、AIモデルの巨大化に伴う膨大な情報処理に対して、計算性能の不足
や電力消費量の増加が深刻な課題として浮上すると考えられている。これらの課題を解決するためには、低
消費電力で高速なデータ処理が可能な先端半導体デバイスの開発が不可欠である。

ロジックデバイスにおいては、単純なスケーリングによるシリコン半導体デバイスの高集積化は限界に達し
ている。論理回路の集積度を増加させて処理能力を増加させていくことが重要であり、ゲート長の短縮による
トランジスタ性能の向上、トランジスタの平面的なサイズ縮小によるトランジスタ数・密度の増加などの研究
開発を進めていくことが求められている。

メモリに関しては、コンピュータのメインメモリとして用いられるDynamic Random Access Memory
（DRAM）の微細化および低コスト化が引き続き必要である。不揮発メモリであるフラッシュメモリに対しては、
従来の大容量化および低コスト化の要求に加え、高速・高信頼性・低消費電力といった新たな要求が増加し
ている。新規な不揮発メモリとして、強誘電体メモリや磁化反転を利用するMagnetoresistive Random 
Access Memory（MRAM）なども期待されている。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要
•	ロジックデバイス

ロジックデバイスにおいては、単純なスケーリングによるシリコン半導体デバイスの高集積化は限界に達し
ている。短チャネルを実現するために、2 nm世代以降のField Effect Transistor（FET）は、Fin構造か
らGate-All-Around（GAA）、もしくはナノシート構造へと移行しつつある。一方、チップ面積を決定する
Metal Pitch（多層配線ピッチ）は引き続き縮小されており、これに伴い、先端ロジックデバイスにおけるト
ランジスタ数は増加を続けている。さらに微細化を進めるために、2030年（7A世代）にはP-channel MOS

研究開発の俯瞰報告書　　ナノテクノロジー・材料分野～領域別動向編～（2026年）｜ ICT・エレクトロニクス応用﻿

JST研究開発戦略センター（CRDS） 1/9先端半導体材料・デバイス﻿

https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41N301.pdf


（PMOS）とN-channel MOS（NMOS）トランジスタを垂直方向に積層するComplementary FET（CFET）
構造、さらに2035年頃（3A世代）以降には2次元材料などの導入が検討されている。

•	DRAM
１つのメモリセルは、電荷を保持するキャパシタと電荷を出し入れするセルトランジスタで構成される。従

来の平面型（微細加工寸法をFとした時、セル面積は6F2）における微細化の限界が深刻化しているため、3
次元構造や新材料トランジスタ・キャパシタの研究開発が活発に行われている。3次元構造としては、縦型セ
ルトランジスタとキャパシタを縦に積みセル面積を4F2 に縮小するアプローチ、およびセルトランジスタとキャ
パシタを横並びにしたセル構造を高積層して大容量化を図るアプローチが検討されている。新材料としては、
トランジスタのチャネル材料を従来のシリコンからInGaZnO（IGZO）に代表される酸化物半導体に変える
ことでオフリーク電流・消費電力の低減を図るアプローチ、およびキャパシタの絶縁膜をより高誘電率な材料
に変えるアプローチが検討されている。

3次元構造では、トランジスタのボディ領域が基板と分離されることにより基板浮遊効果が発生し、高速動
作の妨げになることが一つの課題になっている。 IGZOなどの酸化物半導体チャネルはバンドギャップが大き
いために基板浮遊効果が軽減する可能性があるものの、低移動度に起因する低電流駆動力、および信頼性劣
化の懸念などが課題になっている。

•	フラッシュメモリ
FETのゲート電極とゲート絶縁膜の間に電荷を蓄積するための電荷蓄積層などを持つことを特徴とした不

揮発メモリである。現在は、トランジスタを直列接続し、低コスト化・大容量化が可能なNot AND（NAND）
型が主流である。大容量化は、3次元積層に移行している。高積層加工を実現する加工技術が重要であり、
例えば、メモリホールを高速に加工するクライオエッチング技術1）などが発表されている。積層数の増加に伴
う加工高さの増加を抑制する技術開発も進められている。具体的には、電荷蓄積層をセルごとに分断し、セ
ルゲート電極間にエアギャップを形成する技術や、電荷蓄積層の代わりに強誘電（ferroelectric: Fe）体を
用いることで動作電圧を低減する技術（FeNAND）が期待されている2）。これに伴うワードライン抵抗の増
大などの問題に対しては、メタル材料を従来のWからMoに変更する技術開発が進められている3）。アーキテ
クチャに関しては、チップサイズのさらなる縮小化や熱プロセスの影響の回避などのため、セルとCMOS回
路を別々に形成し、最後に貼り合わせてチップを形成するCMOS directly Bonded to Array（CBA）技術
が提案されており4）、今後主流となると考えられる。

3次元フラッシュメモリでは、GAA縦型トランジスタを高さ方向に直列接続している。高積層化に伴うセル
電流の低下は克服すべき大きな課題であり、ポリシリコンチャネルの移動度の改善のため、単結晶化技術の
開発が進められている5）。 NANDストリングを水平方向にした新しいデバイス構造なども検討されている6）。
また、従来の書込み・消去方式とは異なる新たな素子構造や動作により、動作電圧を低減することができれば、
加工高さの抑制だけでなく、消費電力の増大の抑制にもつなげることができる。

大きな市場規模を有するDRAMとNANDフラッシュメモリ以外では、新規メモリとして強誘電体メモリや
MRAMの研究開発が活発に行われている。

•	強誘電体メモリ
強誘電体の分極反転を利用する強誘電メモリは、2011年にCMOSで用いられているハフニウム酸化物が

強誘電性を示すことが報告され、CMOSとの整合性が高いメモリとして活発に研究開発が行われている。こ
のメモリは、FeFETとFeRAMに大別される。 FeFETでは、トランジスタのゲート絶縁膜を強誘電体に置き
換え、分極反転によって閾値電圧を変化させる。 FeRAMは、DRAMセルのキャパシタ絶縁膜を強誘電体に
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置き換え、キャパシタの分極電荷量を利用して信号を変化させる。 FeFETについては、アカデミアを中心に
CMOS混載の高速メモリをターゲットとした研究開発が行われてきたが、最近では企業から、3次元フラッシュ
メモリセルのMetal-Oxide-Nitride-Oxide-Silicon（MONOS）をFeFETに置き換えて大容量ストレージ
を目指す研究開発が報告されている。 FeRAMについても、混載向けの高速メモリとしてアレイ動作検証を含
めた研究開発が行われている。

CMOSとの混載に適した高速メモリやフラッシュメモリへの応用が期待される一方で、閾値電圧の変調幅
を広げることや動作電圧低減（分極量増大）、書き換え耐性の向上が課題である。

•	MRAM
磁性層/トンネルバリア層/磁性層で構成される磁気トンネル接合（Magnetic Tunnel Junction: MTJ）

の磁化方向が平行および反平行の時の抵抗変化を利用する。磁化状態を変化させる（書き込み）方式として、
スピントルク（Spin Transfer Torque: STT）とスピン軌道トルク（Spin Orbit Torque: SOT）方式がある。
STT-MRAMはすでに製品化されているが、混載Static RAM（SRAM）や混載フラッシュメモリの代替として、
また超大容量化のためのクロスポイント型の開発が継続されている。基礎研究開発はSTT方式からSOT方
式などの新原理方式に移行しており、その研究開発は加速している。 SOT-MRAMについては小規模アレイ
での動作検証が一部報告されている。

安定した高速読み出しと大容量化を両立するためには、MTJの磁気抵抗変化率（MR）の向上が課題であ
り、MTJの微細化においてはトンネルバリア膜の薄膜化における信頼性の向上などの課題がある。また、
SOT-MRAMでは書込電流の低減、およびセル面積の縮小も課題である。こういった課題はあるものの、高
速・超低消費電力・高信頼性・大容量化の実現が期待されている。

3.2	 トピックス
•	2次元材料ロジックデバイス

2次元材料は、１ nm以下の膜厚において移動度の劣化が激しいシリコンと比較して、比較的高い移動度
を維持することが可能であるため、３A世代頃からの導入が期待されている。2020年以降、半導体関連の主
要な会議であるInternational Electron Devices Meeting（IEDM）やSymposium on VLSI 
Technology & Circuits（VLSI）において2次元材料の発表が急増している。2022年にTaiwan 
Semiconductor Manufacturing Company Limited（TSMC）が2次元材料のひとつであるMoS2 の３
層のナノシート構造を実証し7）、2024年にはTSMC8）とIntel9）がナノシート構造のFET動作まで実証した。
課題の１つであるコンタクト抵抗の低減にも取り組んでいる。また、2次元材料の成膜に関しても、300 mm
ウェハーを見据えた研究が進展している。ただし、層数制御、欠陥密度の低減、ドーピング技術、大面積転写、
GAA構造における閾値電圧の制御、p型トランジスタ特性の向上など、解決すべき多くの課題が存在する。

•	裏面配線技術
ロジックデバイスにおいて、当初は電源配線について考えられていたが、最近は信号用の配線も裏面に持っ

てくることが検討されている。熱設計や回路設計に大きな変革を迫るものになると予想される。

•	3次元実装技術
先端半導体デバイスにおいては、ロジックとメモリ間の信号伝達の広帯域化が重要な研究開発課題となっ

ている。 DRAMを積層し、ロジックチップとThrough-Silicon Via（TSV）によって直接接続する、あるい
はシリコンインターポーザを介して高帯域で接続するHigh Bandwidth Memory（HBM）技術が近年精力
的に開発されている。プロセスが異なる異種機能のチップなどを高速かつ低消費電力で統合することの価値
は大きい。
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•	新たな動作原理を支えるデバイスの研究開発
社会に必要とされる計算処理は、性能限界と消費電力の壁に直面している。大幅なエネルギー消費削減の

可能性を秘めているニューロモルフィックコンピューティングなどの新しい計算パラダイムの探究が加速してい
る。これらの新計算パラダイムを実現するには、スピントロニクス素子、トンネルFET、ネガティブキャパシタ
ンスFET、メモリスタといった新たな動作原理に基づくデバイスの研究開発が重要である。こういった新デバ
イスは、理論上高い性能ポテンシャルを有しているが、実装上の多くの課題が存在する。理論と実装のギャッ
プを埋めるための研究開発が不可欠である。

•	環境への配慮
半導体製造プロセスにおける環境への配慮の重要性がますます高まっている。特に欧州をはじめとして、

Perfluorooctanoic Acid（PFAS）などへの規制が加速しており、これらの規制に対応する製造技術やこれ
らの物質を検知する高度なセンシング技術が強く求められている。

•	スピントロニクスにおける新たな潮流
電子スピンを用いた熱電変換やAIへの応用など、スピントロニクスの新しい応用展開が急速に進んでいる。

また、スピンに加えて電子軌道の自由度、すなわち軌道角運動量を活用する「orbitronics（オービトロニク
ス）」の研究も進展している10）。スピントロニクスと光、超伝導、フォノンや量子コンピューティングなどとの
融合研究も期待されている。対象となる物質も強磁性体だけでなく、反強磁性体11）、量子物質12）、さらには
2次元物質へと広がっている。特に近年のトピックスとしては、スピン・軌道・フォノンなど複数の自由度が
融合した「キメラ準粒子」が、スピントロニクスを拡張する重要な概念として注目されている13）。また、「ア
ルター磁性」は、強磁性体のスピン偏極と反強磁性体の磁場耐性を併せ持つ第三の磁性状態であり、スピン
トロニクス分野に新たな設計原理をもたらすことが期待されている14）。

3.3	 課題
•	科学技術的課題

個々のデバイスにおける課題については、3.1 概要や3.2 トピックスで触れたが、ここでは今後特に重要と
なる技術的課題について述べる。

2次元材料ロジックデバイスでは、まだ解決すべき多くの課題がある。材料の観点からは、1層か2層かに
よりバンドギャップが200 meV程度も変化するため、成膜時の層数制御は特に重要である。また、1013 
cm-2と高い欠陥密度の低減も必須である。置換型ドープに関しては、次元性や環境による誘電率の低減に伴
い、イオン化エネルギーが数百meVとなるため、活性化度が低下し高濃度化が困難である15）。デバイスに
関しては、GAA構造のデモンストレーションがあるが、閾値制御に関する指針が未整備のまま残っている。
新規絶縁膜による優れた特性が報告されているが、GAA構造への適応は今後の課題である。集積化に関して
は、p型とn型のトランジスタの集積化、CMOS回路の試作も行われ魅力的な特性も報告されるようになって
いるが16）、p型とn型の特性を揃えることや、特性ばらつきを抑えることがまだ大きな課題である。

これまでに多くの新規な物性、構造、プロセスの提案から、新たな技術が生み出されてきたことは明白であ
る。2次元材料においては、格子定数の差に無関係な積層が可能であり、回転の自由度を新たに付加するこ
とによって、さまざまな物性が発見されている。このような新規物性の探索から、新たな技術への展開も期待
される。

また、3次元実装技術の革新も重要である。異種材料の接合や3次元集積による熱、電気、機械的課題は、
エネルギー密度や信号遅延に直結する深刻な課題である。これらに対する信頼性評価と材料・界面工学の進
展も、次世代デバイスの実用化における鍵となる。
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•	その他の課題
デバイスに新材料を導入する研究開発を進める場合、その材料を入手する手段が無ければ、研究開発への

新規参入は困難である。さらには、新材料を半導体製造プロセスに導入できる試作施設も不可欠である。国
内共用施設を整備し、新材料の合成やそれを用いた製造プロセスへのアクセスを容易にする仕組みの整備が
重要である。これは、人材の流動性にも大きく寄与する。

スピントロニクスは、複数の分野が融合する国際的かつ学際的な領域であり、各国の研究機関や人材が連
携することで大きく発展してきた。近年では、戦略資源や先端技術に関する囲い込み、研究者の国際的な流
動性の低下により、科学的信頼性の低下が懸念される。このような課題への対策としては、オープンサイエン
スの推進が重要である。人材の国際交流を支える制度的支援や、各国が役割を分担するネットワーク型研究
体制の構築を通じて、協調と依存を両立させる仕組みを作ることが必要である。

3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】

経済産業省が2021年に「半導体・デジタル産業戦略」を発表したことを受けて、TSMCの熊本誘致が、
翌年の2022年にはRapidus（ラピダス）1の設立が決定された。 TSMC熊本工場は2024年に成熟ノードの
量産を開始しており、ラピダスは2027年に2 nmの先端プロセス技術を用いたロジック半導体の量産を目指
している。また、2022年には、2 nm世代以降の研究開発拠点として、Leading-edge Semiconductor 
Technology Center（LSTC）を設立した。2024年には、半導体・デジタル産業戦略を発展させ、「AI・
半導体産業基盤強化フレーム（7年間で10兆円以上）」を策定した。この一環で、新エネルギー・産業技術
総合開発機構（NEDO）による研究開発プロジェクト「ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業

（1,617億円、2020年度から継続）」や、経済産業省・文部科学省・科学技術振興機構（JST）の三位一
体で行われる「次世代エッジAI半導体研究開発事業（295億円、2025年度開始）」が実施される。

JSTでは、戦略的創造研究推進事業 チーム型研究（CREST）「情報担体を活用した集積デバイス・システ
ム（2020年度～）」、戦略的創造研究推進事業 個人型研究（さきがけ）「情報担体とその集積のための材料・
デバイス・システム（2020年度～）」、CREST「ナノ物質を用いた半導体デバイス構造の活用基盤技術（2023
年度～）」、さきがけ「新原理デバイス創成のためのナノマテリアル（2023年度～）」などの関連プロジェク
トが実施されている。文部科学省でも、2022年度から「次世代X-nics半導体創生拠点形成事業」が開始さ
れている。革新的半導体創生を目指したアカデミアの中核的拠点を形成し、研究開発および将来の半導体産
業を牽引する人材の育成を推進するものである。東北大学を中心とする「スピントロニクス融合半導体創出
拠点」では、スピントロニクスを中核に半導体集積回路の革新的省電力化を目指すとしている。

2次元材料デバイスでは、高品質/大面積、面内/面外ヘテロ構造等の成膜技術、転写技術、ドーピング
等の要素技術に強みを持つ。また、光、バイオセンサー応用が進んでいる。 DRAMでは、キオクシアなどに
より酸化物半導体トランジスタを用いた次世代DRAMの研究開発が進んでいる。 NANDフラッシュメモリで
は、次世代の高積層メモリを発表しつつ、さらなる高積層構造形成のための加工技術や電極低抵抗化技術な
どの基礎的な研究開発を進めている。新規メモリとして、FeRAMおよびFeFETの２つのタイプの強誘電体メ
モリの研究開発を進めている。 MRAMについても、SOT-MRAMの基礎研究から、クロスポイント型や混載
フラッシュメモリ向けといった新規STT-MRAMの応用開発までが活発に行われている。日本の電子機器・情
報技術（IT）分野の業界団体である電子情報技術産業協会（Japan Electronics and Information 
Technology Industries Association: JEITA）の半導体部会は、2025年5月に「国際競争力強化を実現
するための半導体戦略」を発表し、サプライチェーン強化、財政支援、研究開発、人材育成などを含む政府

1	 日本の2 nm世代など次世代半導体の開発・製造を担う企業。
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への提言を行っている17）。
［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↗、応用研究・開発：現状○／トレンド↗］

【米国】
2022年、「Creating Helpful Incentives to Produce Semiconductors（CHIPS）法」がCHIPS and 

Science Act of 2022の一部として可決された。これにより、国内に半導体工場を誘致するための補助金とし
て5年間で390億ドル（約6兆円2）が投じられる。実際に、インテル、台湾TSMC、韓国サムスン電子など
への投資が決定している。半導体産業に必要な人材育成のために、CHIPS for America Workforce and 
Education Fundが設立され、2023年から5年間で2億ドル（約300億円2）が投じられる。研究開発に対
しては、110億ドル（約1.7兆円2）が充当され、初年度には国立半導体研究センター（National Science 
Technology Center: NSTC）に20億ドル（約3000億円2）が投入され、また先端パッケージ研究などに
も活用される。2次元デバイスに関しては、成長からデバイスまで研究者の層が厚い18）。平面型DRAMの微
細化、フラッシュメモリ応用、STT-MRAMの宇宙応用といった開発が進展している。スピントロニクスにつ
いても、応用と実装を重視した戦略により、国際競争において先行している。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【欧州】
欧州委員会は2021年に、半導体を含むデジタル分野に今後2～3年で1,450億ユーロ（約25兆円 2）を

投資する計画を発表し、2030年に半導体生産の世界市場占有率20%を目指すとした。同年、最先端チップ・
エコシステムの構築を目指す「新・欧州半導体方案」を制定した。2023年には、補助金の規則を緩和し、
官民で2030年までに430億ユーロ（約7.5兆円 2）を投じる「欧州CHIPS方案」を採択した。また、加盟
国による半導体研究開発プロジェクトへの81億ユーロ（約1.4兆円 2）の支援を承認した。この公的支援に
より、137億ユーロ（約2.4兆円 2）の民間投資を見込んでいる。スイスのSTマイクロエレクトロニクスのイ
タリアとフランスにおける工場新設や、台湾TSMCのドイツ新工場などへの支援も承認されている。2次元デ
バイスの開発はInteruniversity Microelectronics Centre（imec）により牽引されている。スピントロニ
クスにおいても、Horizon Europeなどの枠組みの下で、基礎から応用研究までが戦略的に展開されている。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状○／トレンド↗］

【中国】
2014年に設立された「国家集積回路産業投資基金（国家ICファンド）」を中心に大規模な支援を行い、

半導体企業を創出し、各分野においてシェアを伸ばしている。国家ICファンドは、第１期（2014年設立）
が約1,400億元（約2.9兆円 2）、第２期（2019年設立）が約2,000億元（約4.2兆円 2）、第３期（2024
年設立）が3,440億元（約7.2兆円 2）の規模である。第３期では、半導体製造装置（露光装置、フォトレ
ジスト塗布装置）など、国産化率が低い分野への重点投資を行うとしている。2次元材料に関連する論文数
は際立っている。また、スピントロニクスにおける基礎研究も世界水準に達している。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【韓国】
2022年に、半導体超強大国達成戦略を発表している。この戦略では、2026年までに340兆ウォン以上を

投資し、システム半導体における先進技術の確保、10年間で15万人以上の人材確保などを推進するとして

2	 2025年10月6日時点のレートで計算。
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いる。また、2023年には「租税特例制限法改正案（K-CHIPS法）」が施行された。2024年には半導体産
業の短期的競争力強化を目的として、26兆ウォン（約2.8兆円2）の「半導体エコシステム総合支援推進策」
が発表され、2025年4月にはこの推進策が33兆ウォン（約3.5兆円2）に拡大された。この施策には金融支
援、税制支援、財政支援、インフラ支援が含まれている。さらに、2025年からは、半導体を含む中長期的
な産業構造の強化を目指し、韓国産業銀行の管理下で、5年間で50兆ウォン（約5.3兆円2）の「先端戦略
産業基金」の運用が開始されている。2次元材料のナノシートトランジスタや次世代DRAM、NANDフラッ
シュメモリの研究開発が継続されている。 Samsungなどの企業は、垂直積層型NANDフラッシュメモリや
MRAMの量産を開始している。また、スピントロニクスに関する基礎研究は世界水準に達している。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド→］

【台湾】
2019年に国内外の企業による台湾への投資を促進するため、「投資台湾三大方案」が開始された。この

結果、2025年7月時点で総投資額は約2.5兆元（約12兆円 2）に達している。2023年には半導体などの先
端技術産業を支援する税制優遇措置として、米国のCHIPS法に類似した「産業創新条例第10の2条」の改
正が施行された。さらに2024年には、「晶片驅動臺灣產業創新方案晶片驅動臺灣產業創新方案（Chip-based Industrial Innovation 
Program: CBI）」が開始された。このプログラムは、半導体と生成AIの融合を通じて産業革新や人材育成
を推進する国家戦略であり、2024年から2033年までの10年間で3,000億元（約1.5兆円2）を投入する計
画である。 TSMCは、2次元材料のロジック用研究を推進しており、MRAMの量産を開始するとともに、次
世代MRAMの研究開発も進めている。

［評価*　基礎研究：現状〇／トレンド→、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向
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